
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

協定締結面積

小さな集落単位での協定では、農地の維持管理に限界があるため、協定の継続に苦慮している。
協定農地の一部で耕作放棄地が発生した場合には、協定農地の全て対して交付した交付金を遡及返還と
なるため、集落協定に取り組まない集落がある。

協定面積の増加に向けて、以下の取組みを推進。
・他集落との統合や連携など集落協定の広域化の推進。
・他集落との統合や連携調整を担う人材の配置。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

対策期間の3年目である平成29年度は、331ha増加の12,928haとなったが、目標となる協定面積に
は達していない。
農業者の高齢化等により営農継続や共同活動が困難となり、制度自体に取り組めない集落が発生。

６.成果があったこと（改善されたこと）

０８５２－２２－５３９２

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 中山間地域等の集落等

（２）意図 農業生産活動等を通じて農地が適切に管理されることにより、中山間地域等の農地が持つ多面的機能の維持と集落等の活性化を図る。

12,928.0

中山間地域等において、農業生産活動等の維持を通じて多面的機能を確保することを目的に実施。
特定農山村地域、山村振興地域等の対象地域内の農用地において、集落協定または個別協定に基づき、５年以上継続して農業生産活動を行う農業者等に対して交
付金を交付。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

13,300.0 13,300.0

事務事業の名称 中山間地域等直接支払事業

事務事業担当課長 農業経営課長　瀬尾　光弘 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－５－５
農山漁村の多面的機能の維持・発揮

協定締結面積
目標値 13,300.0 13,300.0

30年度 31年度年度 27年度

平成27年度より第4期対策に移行し３年目である平成２９年度協定締結面積は、３３１ｈａ増加の１２，９２８ｈａとなった。

うち一般財源（千円） 481,689 490,082

13,300.0

達成率

12,597.0

％

ｈａ

実績値

取組目標値

94.8

事　業　費（b）（千円） 1,444,479 1,480,878

・遡及返還の要件緩和が受けられるよう、集落戦略の策定を働きかけ、協定面積が15ha以上となるよう組織の広域化を推進する。
・周辺集落との連携や協定の統合による広域化を促すため、連携調整を担う人材の配置を市町村へ推進する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
対策期間の切り替わり時である平成２７年度
は、高齢化などにより５年間の協定継続が困難
なことから、協定面積が減少した。
　しかし、第4期対策の３年目である平成２9
年度は、市町村と連携して集落間の統合や連携
調整を担う人材配置を推進するなどし、協定締
結面積は３３１ｈａ増加の１２，９２８ｈａと
なった。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

事
業
概
要

97.396.4

－

式・
定義 －－

単位

12,815.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1

2

指標名


